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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第２四半期連結
累計期間

第29期
第２四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自平成21年
３月１日
至平成21年
８月31日

自平成21年
６月１日
至平成21年
８月31日

自平成20年
３月１日
至平成21年
２月28日

売上高（千円） 5,032,0432,883,08511,657,793

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△364,859 273,963 238,777

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） △257,081 124,517 59,148

純資産額（千円） － 2,615,6202,878,759

総資産額（千円） － 8,427,0578,495,181

１株当たり純資産額（円） － 311.78 342.85

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）
△30.64 14.84 7.05

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 31.0 33.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△547,928 － 895,111

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△90,906 － △342,837

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
414,789 － △393,093

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 521,703 744,538

従業員数（人） － 754 752

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第29期第２四半期連結累計期間は、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第28期及び第29期第２四半期連結会計期間

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人） 754 (4,094)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（時間講師、パートタイマー、嘱託社員）数は、当第２四半期連結会計

期間の平均人数を（　）内に外数で記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成21年８月31日現在

従業員数（人） 744 (4,094)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（時間講師、パートタイマー、嘱託社員）数は、当第２四半期会計期間

の平均人数を（　）内に外数で記載しております。

　

EDINET提出書類

株式会社京進(E05053)

四半期報告書

 3/27



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

　当社グループは、幼児及び小中高生を対象とした学習指導を主たる業務としておりますので、生産及び受注の実績

は、該当事項はありません。

(2）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業の部門別の名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

生徒数（人） 金額（千円） 金額構成比（％）

＜教育事業部門＞    

　小中部 9,159 1,246,741 43.2

　高校部 2,568 379,567 13.2

　個別指導部 8,537 1,143,254 39.7

　Net学習事業部 195 18,435 0.6

　幼児教育事業部 57 10,793 0.4

　英会話事業部 571 32,423 1.1

＜その他の事業部門＞ -  51,869  1.8

合計 21,087 2,883,085 100.0

　（注）１．当第２四半期連結会計期間において全セグメントの販売実績に占める「教育事業」の割合が90％を超え

るため、事業の種類別セグメントに代えて事業部門別の販売実績を記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．生徒数は、当第２四半期連結会計期間の平均在籍人数を記載しております。

４．販売の数量につきましては、表示すべき適当な指標はありませんので、記載を省略しております。

５．教育事業部門において、第２四半期は、通常授業以外の夏期講習や特別授業等が実施されることにより、

他の四半期と比較して売上高・利益が増加する傾向にあります。

６．第１四半期連結会計期間において稼動を開始した新規事業部門(家庭支援事業部門、日本語教育事業部

門、リーチング事業部門)につきましては、当第２四半期連結会計期間における販売実績はありません。　

　

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　なお、前第２四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表については独立監査人の四半期レビューを受けていないた

め、当文章中の前年同四半期連結会計期間と比較した指標、金額は「参考値」として記載しております。

(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的な金融危機の影響による景気低迷が続く中、政府の経

済政策等により個人消費の一部に持ち直し感が伺えるものの、企業収益の減少、雇用・所得環境の根強い不安感か

ら、先行き不透明な状況で推移しました。

　当業界におきましても、少子化の進行による市場の縮小、教育に対する家庭の価値観の多様化等による顧客・市場

の変化、限られた商圏内での同業者競合や異業種からの参入による競争の激化の中で業界再編が進行する等、経営

環境が大きく変化しています。また、景気後退の影響は“聖域”と言われた教育費支出にまで及び始めています。

　このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）は、引き続き「安全への取り組み」「経営

品質向上」を経営課題と捉え、目標設定を行うとともに、その達成に取り組んでおります。

　年度方針として「京進ルネッサンスに果敢に挑戦」を掲げ、ITを活用した新規商品の導入、新規事業による新たな

市場開拓・顧客創造を行うと共に、更なる内部充実により顧客満足を図る取り組みを行っております。また、社員・

講師に対しましても自立型人間育成プログラム“リーチング”等により成長と満足度を高める取り組みを継続し

ております。加えて、経費削減や業務の生産性向上を推進することで厳しい経営環境に耐えうる「筋肉質経営」の

追求を進めております。

　教室展開については、当第２四半期連結会計期間において、当社の連結子会社である佛山京進教育文化有限公司

が、京進日語培訓中心佛山南海校(中華人民共和国広東省佛山市南海区)を開校いたしました。この教室は、小学生か

ら成人を対象とした日本語学校で、日本語教育の資格を有する日本人が指導にあたっております。さらに、この佛山

京進教育文化有限公司は、日系企業の中国人従業員を対象とした日本語研修も開始いたしました。　

　当第２四半期における連結業績につきましては、夏期講習における集客が一部持ち直したものの、期首における集

客伸び悩みの影響を拭えず、加えて夏期講習における受講単価の減少が影響し、その結果、生徒数（当第２四半期連

結会計期間平均生徒数、以下同様）が21,087人（前年同期比87.6％）、売上高は2,883百万円（前年同期比90.4％）

となりました。しかし、全社的な経費削減の取り組み等により、営業利益285百万円（前年同期比110.7％）、経常利

益273百万円（前年同期比111.3％）となりました。 

　なお、当社グループの業績の特徴といたしまして、収益の90％以上を占める教育事業において、第２四半期は、通常

授業以外の夏期講習や特別授業等が実施されることにより、他の四半期と比較して売上高・利益が増加する傾向に

あります。

　事業部門別の業績は次のとおりであります。（前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計、営業利益

及び資産の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の

記載は省略し、それに代えて事業部門別の情報を記載いたします。）

　

＜教育事業＞

①小中部

　平成21年５月より、インターネットを用いた新商品「京進ｅドリル」を導入するなど、多様化するニーズに対応

し、通塾生の基礎学力向上と新たな顧客の入室促進を図りました。しかしながら、期首の集客の伸び悩みが影響

し、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,246百万円（前年同期比92.4％）となりました。なお、前年同期比に

おける売上高減少には、統廃合及び幼児対象の小学入試教室の分離による影響を含んでおります。

②高校部

　当第２四半期連結会計期間の売上高は379百万円（前年同期比94.2％）となりました。平成21年５月より、映像

授業による個別学習システム「京進e予備校」を導入し、既存顧客への付加価値向上ならびに新たな顧客の入室

促進を図っております。現時点で大きな導入効果には至っておりませんが、今後、期待できるものと考えておりま

す。

③個別指導部

　当第２四半期連結会計期間の売上高は1,143百万円（前年同期比87.8％）となりました。期首の集客の伸び悩み

に加え、夏期講習の受講単価の減少が影響しております。なお、前年同期比における売上高減少には、期首に行っ

た統廃合による影響を含んでおります。

④Net学習事業部

　当第２四半期連結会計期間の売上高は18百万円となりました。
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⑤幼児教育事業部

　平成21年３月に小中部より分離独立させ、新たに幼児教育全般を対象領域とする部門として立ち上げておりま

す。当第２四半期連結会計期間の期中平均生徒数は57人、売上高は10百万円となりました。

⑥英会話事業部

　当第２四半期連結会計期間の期中平均生徒数は571人、売上高は32百万円（前年同期比95.1％）となりました。

　

＜その他の事業部門＞

　ＦＣ事業部で推進している個別指導教室「京進スクール・ワン」のフランチャイズについては、４校を新設開

校、１校を閉鎖し、合計76校となりました。開校数増加に加え、１教室あたりの生徒数の増加により、ＦＣ事業部の

売上高は51百万円（前年同期比102.5％）となりました。

　第１四半期連結会計期間において稼動を開始した新規事業部門（家庭支援事業部門、日本語教育事業部門、リー

チング事業部門）につきまして、当第２四半期連結会計期間における売上高の計上はありません。

　結果、その他の事業部門全体では売上高51百万円（前年同期比102.5％）となりました。　 

 

　財政状態につきましては、当第２四半期末の総資産は、8,427百万円となり、前連結会計年度末に比べ、68百万円減

少しました。流動資産は、1,798百万円となり115百万円増加しました。主な原因は、現金及び預金の減少195百万円、

売掛金の増加191百万円、繰延税金資産の増加130百万円等であります。固定資産は6,628百万円となり、183百万円減

少しました。有形固定資産は、4,208百万円（138百万円減少）となりました。無形固定資産は、231百万円（25百万円

減少）となりました。投資その他の資産は、2,187百万円（19百万円減少）となりました。

　当第２四半期末の負債合計は、5,811百万円となり、前連結会計年度末に比べ、195百万円増加しました。流動負債

は、2,628百万円となり81百万円増加しました。主な原因は、短期借入金の増加143百万円、１年以内返済予定の長期

借入金の増加44百万円、１年以内償還予定社債の増加200百万円、未払金の減少67百万円、未払法人税等の減少73百

万円、賞与引当金の減少109百万円等です。固定負債は3,182百万円となり、113百万円増加しました。主な原因は、社

債の減少236百万円、長期借入金の増加275百万円、退職給付引当金の増加74百万円等であります。

　当第２四半期末の純資産の部は、2,615百万円となり、前連結会計年度末に比べ、263百万円減少しました。主な原因

は、当四半期累計期間純損失257百万円の計上による減少です。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の33.9

％から31.0％になりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期末の現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローにより521百万円となり前四半期末に

比べ、26百万円減少しました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が216百万円、減価償却費89百万円、減損損失

58百万円、退職給付増加額44百万円等が発生しました。一方、売上債権の増加302百万円、未払費用の減少194百万

円、未払金の減少43百万円が発生しました。

　この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは、117百万円の支出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出5百万円等が発生いたしました。

　この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、6百万円の支出となりました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増額173百万円、長期借入れによる収入150百万円が発生

しました。一方、長期借入金の返済による支出210百万円、社債の償還による支出14百万円等が発生いたしました。

　この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは、97百万円の収入となりました。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社京進(E05053)

四半期報告書

 7/27



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,640,000

計 22,640,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年10月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,396,000 8,396,000
株式会社大阪証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 8,396,000 8,396,000 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減
額

（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年６月１日～

平成21年８月31日
－ 8,396,000 － 327,893 － 263,954

 

EDINET提出書類

株式会社京進(E05053)

四半期報告書

 8/27



（５）【大株主の状況】

　平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

立木　貞昭　　　　　　 京都市伏見区 2,637 31.41　

京進社員　持株会 京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382-1 591 7.04

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 342 4.07

白川　寛治 大阪府枚方市 255 3.04

立木　泰子 京都市伏見区 254 3.03

立木　康之 京都市伏見区 254 　　　3.03

株式会社京都銀行

（常任代理人　資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）

京都市下京区烏丸通松原上ル薬師前町700

（東京都中央区晴海１丁目8-12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟）

208 2.47

株式会社池田銀行 池田市城南２丁目1-11 208 2.47

京進取引先持株会
京都市下京区烏丸通五条下る大阪町382-1

　
207 2.46

株式会社滋賀銀行

（常任代理人　資産管理サービ

ス信託銀行株式会社）

滋賀県大津市浜町1-38

（東京都中央区晴海１丁目8-12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワービルＺ棟）

206 2.45

計 － 5,165　 61.52
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年８月31日現在

区分  株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,389,000 83,890 －

単元未満株式 普通株式 500 － －

発行済株式総数 8,396,000 － －

総株主の議決権  － 83,890 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,300株含まれています。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数73個が含まれています。

 

②【自己株式等】

 平成21年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社　京進

京都市下京区烏丸

通五条下る大阪町

382-1

6,500 － 6,500 0.08

計 － 6,500 － 6,500 0.08

 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 206 208 205 203 203 240

最低（円） 160 180 179 181 187 196

　（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について　

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）より、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方式に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。　　　　　　　　　　　　　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平

成21年８月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 861,088 1,057,052

売掛金 454,143 262,281

商品 104,954 105,746

貯蔵品 8,903 13,171

繰延税金資産 213,900 83,863

その他 196,050 206,630

貸倒引当金 △40,231 △45,173

流動資産合計 1,798,809 1,683,572

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※
 2,434,703

※
 2,547,569

土地 1,651,614 1,651,614

その他 ※
 122,670

※
 147,978

有形固定資産合計 4,208,988 4,347,163

無形固定資産

無形固定資産合計 231,695 257,284

投資その他の資産

投資有価証券 121,604 114,709

繰延税金資産 799,153 762,225

敷金及び保証金 1,131,076 1,178,901

その他 142,063 158,751

貸倒引当金 △6,333 △7,425

投資その他の資産合計 2,187,564 2,207,161

固定資産合計 6,628,248 6,811,608

資産合計 8,427,057 8,495,181

負債の部

流動負債

買掛金 58,884 53,368

短期借入金 990,000 846,667

1年内償還予定の社債 272,000 72,000

1年内返済予定の長期借入金 659,030 614,552

未払法人税等 24,235 97,849

繰延税金負債 11 10

賞与引当金 － 109,905

未払金 410,785 478,151

その他 214,015 274,956

流動負債合計 2,628,962 2,547,461
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

固定負債

社債 284,000 520,000

長期借入金 1,578,185 1,302,647

退職給付引当金 1,096,553 1,022,294

役員退職慰労引当金 213,570 209,426

その他 10,165 14,592

固定負債合計 3,182,474 3,068,960

負債合計 5,811,437 5,616,421

純資産の部

株主資本

資本金 327,893 327,893

資本剰余金 263,954 263,954

利益剰余金 1,997,248 2,269,011

自己株式 △1,413 △1,413

株主資本合計 2,587,681 2,859,444

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22,923 19,526

為替換算調整勘定 5,014 △2,699

評価・換算差額等合計 27,938 16,827

少数株主持分 － 2,487

純資産合計 2,615,620 2,878,759

負債純資産合計 8,427,057 8,495,181
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 ※1
 5,032,043

売上原価 3,993,650

売上総利益 1,038,393

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※2
 1,379,809

営業損失（△） △341,415

営業外収益

受取利息 2,884

受取配当金 892

為替差益 247

未払配当金除斥益 1,382

雑収入 6,009

営業外収益合計 11,416

営業外費用

支払利息 34,345

雑損失 515

営業外費用合計 34,860

経常損失（△） △364,859

特別利益

固定資産受贈益 1,650

貸倒引当金戻入額 8,570

特別利益合計 10,220

特別損失

減損損失 ※3
 58,770

固定資産除却損 519

特別損失合計 59,289

税金等調整前四半期純損失（△） △413,929

法人税、住民税及び事業税 13,255

法人税等調整額 △170,461

法人税等合計 △157,205

少数株主利益 357

四半期純損失（△） △257,081
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 ※1
 2,883,085

売上原価 1,986,333

売上総利益 896,752

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※2
 610,797

営業利益 285,955

営業外収益

受取利息 1,544

受取配当金 862

為替差益 158

雑収入 2,650

営業外収益合計 5,216

営業外費用

支払利息 17,026

雑損失 180

営業外費用合計 17,207

経常利益 273,963

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,015

特別利益合計 2,015

特別損失

減損損失 ※3
 58,770

固定資産除却損 498

特別損失合計 59,268

税金等調整前四半期純利益 216,710

法人税、住民税及び事業税 6,340

法人税等調整額 85,852

法人税等合計 92,193

四半期純利益 124,517
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △413,929

減価償却費 177,990

減損損失 58,770

長期前払費用償却額 16,207

退職給付引当金の増減額（△は減少） 74,259

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,144

賞与引当金の増減額（△は減少） △109,905

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,034

受取利息及び受取配当金 △3,776

支払利息 34,345

固定資産受贈益 △1,650

有形固定資産除却損 519

売上債権の増減額（△は増加） △191,742

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,100

前受金の増減額（△は減少） 35,575

仕入債務の増減額（△は減少） 5,490

未払消費税等の増減額（△は減少） △69,444

未払金の増減額（△は減少） △30,443

その他 △15,604

小計 △430,126

利息及び配当金の受取額 1,452

利息の支払額 △35,983

法人税等の支払額 △83,270

営業活動によるキャッシュ・フロー △547,928

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000

有形固定資産の取得による支出 △70,023

無形固定資産の取得による支出 △29,443

敷金及び保証金の差入による支出 △11,415

敷金及び保証金の回収による収入 39,117

長期前払費用の取得による支出 △1,609

子会社出資金の取得による支出 △2,940

貸付金の回収による収入 5,407

投資活動によるキャッシュ・フロー △90,906
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 143,333

長期借入れによる収入 700,000

長期借入金の返済による支出 △379,984

社債の償還による支出 △36,000

配当金の支払額 △12,559

財務活動によるキャッシュ・フロー 414,789

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,210

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △222,835

現金及び現金同等物の期首残高 744,538

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 521,703
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

　第１四半期連結会計期間より、佛山京進教育文化有限公司は新たに設立したため、連結

の範囲に含めており、連結子会社は５社となっております。

２．会計処理基準に関する事

項の変更

　重要な資産の評価基準及び評価方法

　の変更

たな卸資産 

　通常の販売目的で保有する商品については、従来、主として移動平均法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）が適用されたことに伴い、主と

して移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。

　これによる、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への影響はありませ

ん。 
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

１．固定資産の減価償却費の算

定方法 

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定しております。   

２．減損の兆候の把握 　使用範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく低

下させるような意思決定や経営環境の著しい悪化にあたる事象が発生した場合に減

損の兆候があるものと判断しております。

３．法人税等並びに繰延税金資

産及び繰延税金負債の算定方

法 

  法人税等の納付税額の算定に関して、加 味する加減算項目や税額控除項目を重要

なものに限定する方法によっております。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に

関して、前連結会計年度末以降に経営環境等の著しい変化が生じておらず、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法により算定

しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

 該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、3,129,939千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,987,617千円であ

ります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

※１　当社グループは事業の性質上、夏期・冬期講習等が実施される時期の売上高は大きくなるため、四半期ごとの売上

高に季節的変動があります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 342,772千円

給与手当 429,424　

退職給付費用 24,588　

役員退職慰労引当金繰入 4,144　

貸倒引当金繰入 2,542　

※３　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

　

用途　 種類　 場所　

教室　 建物、リース資産等
（小中部）

奈良県　計１件　

教室　 建物、リース資産等
（個別指導部）

東京都、愛知県、大阪府、奈良県、広島県　計６件　

　　

　　当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグルーピングを行っております。

　　また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピングを行っております。

　　減損損失を計上した教室については、使用範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく

低下させるような意思決定や経営環境の著しい悪化にあたる事象が発生しているため、当該資産又は資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額58,770千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　　建物　　　　　　　　　　42,534千円

　　　　　リース資産　　　　　　　 1,377千円

　　　　　その他　　　　　　　　　14,857千円

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑定による

評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシュ・フローを５％で割引いて算定しております。　
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

※１　当社グループは事業の性質上、売上高に季節的変動があり、第２四半期連結会計期間においては、夏期講習が実施さ

れるため、第１・第３四半期連結会計期間に比べ、売上高の割合は高くなります。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 132,907千円

給与手当 209,690　

退職給付費用 12,498　

役員退職慰労引当金繰入 1,657　

貸倒引当金繰入 2,542　

※３　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

　

用途　 種類　 場所　

教室　 建物、リース資産等
（小中部）

奈良県　計１件　

教室　 建物、リース資産等
（個別指導部）

東京都、愛知県、大阪府、奈良県、広島県　計６件　

　　

　　当社では管理会計上の最小資産区分である校単位でグルーピングを行っております。

　　また、連結子会社は各子会社単位によりグルーピングを行っております。

　　減損損失を計上した教室については、使用範囲又は方法について、当該資産又は資産グループの回収可能価額を著しく

低下させるような意思決定や経営環境の著しい悪化にあたる事象が発生しているため、当該資産又は資産グループの

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額58,770千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　　その内訳は、

　　　　　建物　　　　　　　　　　42,534千円

　　　　　リース資産　　　　　　　 1,377千円

　　　　　その他　　　　　　　　　14,857千円

　であります。

　　なお、各資産の回収可能価額は、正味売却価額及び使用価値によって測定しており、正味売却価額は不動産鑑定による

評価額を基準とし、使用価値は、将来キャッシュ・フローを５％で割引いて算定しております。　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借　

　対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年８月31日現在）

（千円）

 現金及び預金勘定  　 861,088

 預入期間が３か月を超える定期預金   △339,385　

 預金及び現金同等物     521,703
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,396,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 6,577株

３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月28日

定時株主総会 
普通株式  14,681 1.75平成21年２月28日平成21年５月29日利益剰余金

 

５．株主資本の金額の著しい変動

　　前連結会計年度末に比べて、以下のとおり変動が認められます。

（金額：千円）　

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 前連結会計年度末残高 327,893 263,9542,269,011△1,413 2,859,444

 当第２四半期連結会計期間末までの

 変動額
　 　 　 　 　

 　剰余金の配当 － － △14,681 － △14,681

　 四半期純損失 － － △257,081 － △257,081

 当第２四半期連結会計期間末までの

 変動額合計
－ － △271,762 － △271,762

 当第２四半期連結会計期間末残高 327,893 263,9541,997,248△1,413 2,587,681
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日） 

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める「教育事業」の割合がいずれも90％を超

えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。　

 

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日） 

　全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日） 

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　該当事項はありません。  
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 311.78円 １株当たり純資産額 342.85円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △30.64円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 14.84円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △257,081 124,517

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△257,081 124,517

期中平均株式数（株） 8,389,423 8,389,423

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

  　リース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月13日

株式会社　京　進

取締役会　御中

京　都　監　査　法　人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　村　　　　　源　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　　田　　　　　篤　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社京進の平成

21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月

31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京進及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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